
甲：委任者（       様）

乙：受任者（       様） 令和    年   月      日（     ）

本日（契約締結日） 適宜の時

証書等の引き渡し

１０項目

乙 甲 　乙　⇒

代理権目録 代理権目録

１１項目 １６項目

契約の解除いつでもできる 公正証書

本人確認（マイナンバーカード等）

移行型 　事務委任契約と任意後見契約を同時に結びます。

速効型 　認知症等で判断能力が低下した状態，任意後見監督人の選任の申立　

将来型 　将来，判断能力が低下した場合の支援，公正証書の作成，東京法務局への登記

参考 成年後見制度（法定後見制度） ※必ず監督人が付きます。補助監督人・保佐監督人・後見監督人

判断能力が低下した時，親族等の申立てにより，家庭裁判所が「補助人」「保佐人」「法定後見人」を選任

甲・乙が破産手続開始

乙が後見開始

報告

受任者　⇒　委任者

(申請書）

行政書士　本村　康人（もとむら　やすと）　　℡０６ー６４３９ー６３３１

親族間（無報酬）

事務委任契約 遺言書

事務委任契約　　任意後見契約　　遺言書

任意後見契約

死亡後見開始

※将来型＋事務委任契約

東京法務局に登記される

甲・乙が死亡

任意後見家督人の選任

受任者　⇒　後見監督人

(家庭裁判所が選任）

契約の終了


